
 
 

下
請
代
金
支
払
遅
延
等
防
止
法
及
び
下
請
中
小
企
業
振
興
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
に
対
す
る
附
帯
決
議 

 

令

和

七

年

五

月

十

五

日 

参

議

院

経

済

産

業

委

員

会 

 

政
府
は
、
本
法
施
行
に
当
た
り
、
次
の
諸
点
に
つ
い
て
適
切
な
措
置
を
講
ず
べ
き
で
あ
る
。 

 

一 

中
小
企
業
憲
章
に
お
い
て
、
「
困
っ
て
い
る
中
小
企
業
を
支
え
、
そ
し
て
、
ど
ん
な
問
題
も
中
小
企
業
の
立
場
で
考
え
て
い
く
」
と
の

理
念
が
示
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
踏
ま
え
、
我
が
国
の
経
済
活
力
の
源
泉
で
あ
る
中
小
企
業
が
、
そ
の
力
を
最
大
限
発
揮
で
き
る
よ
う
、
労

務
費
や
原
材
料
費
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
コ
ス
ト
の
価
格
転
嫁
を
更
に
推
進
す
る
た
め
、
必
要
な
措
置
を
検
討
す
る
こ
と
。 

 

二 

取
引
の
適
正
化
に
よ
る
価
格
転
嫁
か
ら
賃
上
げ
に
つ
な
が
る
好
循
環
が
継
続
す
る
社
会
の
実
現
に
つ
い
て
、
国
民
全
体
の
理
解
の
醸

成
が
図
ら
れ
る
よ
う
、
取
組
を
進
め
る
こ
と
。 

 

三 

協
議
を
適
切
に
行
わ
な
い
代
金
の
額
の
決
定
等
の
禁
止
に
つ
い
て
、
そ
の
違
反
に
対
し
て
迅
速
か
つ
的
確
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要

な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。
特
に
、
該
当
す
る
違
反
行
為
に
つ
い
て
は
、
具
体
的
な
基
準
を
示
す
こ
と
。
さ
ら
に
、
委
託
事
業
者
と
中
小
受

託
事
業
者
の
代
金
の
額
に
関
す
る
協
議
が
形
骸
化
す
る
こ
と
の
な
い
よ
う
、
必
要
な
措
置
に
つ
い
て
も
併
せ
て
検
討
す
る
こ
と
。 

 

四 

本
法
施
行
後
に
は
、
「
製
造
委
託
等
に
係
る
中
小
受
託
事
業
者
に
対
す
る
代
金
の
支
払
の
遅
延
等
の
防
止
に
関
す
る
法
律
」
及
び
「
受

託
中
小
企
業
振
興
法
」
の
適
用
基
準
と
し
て
従
業
員
数
の
基
準
が
追
加
さ
れ
る
が
、
今
後
も
両
法
の
適
用
対
象
の
見
直
し
を
検
討
し
、
本

法
に
よ
る
改
正
の
効
果
を
高
め
る
よ
う
努
め
る
こ
と
。 

 

五 

本
法
施
行
後
に
、
新
た
な
手
段
に
よ
る
適
用
逃
れ
な
ど
の
事
例
が
起
こ
ら
ぬ
よ
う
、
中
小
事
業
者
や
中
小
企
業
団
体
な
ど
と
の
情
報

共
有
や
連
携
強
化
に
更
に
努
め
る
こ
と
。
ま
た
、
適
用
逃
れ
と
見
ら
れ
る
事
例
が
発
生
し
た
場
合
に
は
、
速
や
か
に
対
策
を
講
ず
る
こ

と
。 

 

六 

本
法
に
基
づ
く
検
査
等
が
実
効
的
に
行
わ
れ
、
あ
ま
ね
く
全
国
に
お
い
て
適
正
な
取
引
の
確
保
が
図
ら
れ
る
よ
う
、
公
正
取
引
委
員



 
 

会
の
体
制
の
抜
本
的
な
強
化
を
図
る
こ
と
。
ま
た
、
本
法
施
行
後
三
年
を
目
途
に
、
執
行
体
制
に
つ
い
て
、
人
員
の
増
員
や
更
な
る
関
係

省
庁
間
の
連
携
の
強
化
を
含
め
た
必
要
な
見
直
し
に
努
め
る
こ
と
。 

 
七 
本
法
に
基
づ
く
施
策
を
始
め
と
す
る
価
格
転
嫁
等
の
取
引
適
正
化
推
進
に
関
す
る
諸
施
策
や
「
下
請
」
等
の
用
語
の
見
直
し
に
つ
い

て
、
委
託
事
業
者
及
び
中
小
受
託
事
業
者
に
対
す
る
一
層
の
広
報
等
の
充
実
に
努
め
、
周
知
徹
底
を
図
る
こ
と
。 

 

八 

「
労
務
費
の
適
切
な
転
嫁
の
た
め
の
価
格
交
渉
に
関
す
る
指
針
」
は
、
価
格
転
嫁
の
促
進
に
効
果
が
認
め
ら
れ
て
い
る
も
の
の
、
そ
の

認
知
度
は
低
い
状
況
で
あ
る
た
め
、
政
府
を
挙
げ
て
周
知
徹
底
を
図
る
こ
と
。 

 

九 

中
小
受
託
事
業
者
ま
で
適
正
な
労
務
費
を
確
保
す
る
等
の
観
点
か
ら
、
本
法
の
施
行
と
並
行
し
て
、
各
業
界
に
お
け
る
理
解
の
醸
成

に
努
め
る
と
と
も
に
、
現
時
点
で
二
十
一
業
種
に
限
ら
れ
て
い
る
「
下
請
適
正
取
引
等
推
進
の
た
め
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
の
策
定
を
幅
広

い
業
種
に
拡
大
す
る
よ
う
努
め
る
こ
と
。
各
省
庁
に
あ
っ
て
は
、
所
管
す
る
業
界
に
つ
い
て
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
策
定
を
進
め
る
こ
と
。
あ

わ
せ
て
、
既
に
策
定
さ
れ
て
い
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
お
い
て
も
、
本
法
の
趣
旨
が
反
映
さ
れ
て
い
る
か
ど
う
か
を
点
検
し
、
適
宜
更
新
を

す
る
こ
と
。 

 

十 

サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
全
体
で
価
格
転
嫁
等
の
取
引
適
正
化
を
推
進
す
る
た
め
、「
製
造
委
託
等
に
係
る
中
小
受
託
事
業
者
に
対
す
る
代

金
の
支
払
の
遅
延
等
の
防
止
に
関
す
る
法
律
」
の
対
象
と
な
ら
な
い
取
引
に
お
け
る
優
越
的
地
位
の
濫
用
行
為
に
対
し
、
引
き
続
き
独

占
禁
止
法
に
基
づ
き
、
厳
正
に
対
処
す
る
こ
と
。 

 

十
一 

中
小
企
業
・
小
規
模
事
業
者
が
個
々
で
は
解
決
で
き
な
い
課
題
に
対
応
す
る
た
め
、
全
国
中
小
企
業
団
体
中
央
会
を
通
じ
た
中
小

企
業
組
合
の
設
立
指
導
や
運
営
指
導
に
取
り
組
む
こ
と
。
ま
た
、
中
小
企
業
組
合
が
主
体
と
な
っ
て
、
事
業
者
と
交
渉
を
行
う
こ
と
で
価

格
交
渉
力
を
強
化
で
き
る
団
体
協
約
の
活
用
に
つ
い
て
周
知
を
図
る
こ
と
。 

 

右
決
議
す
る
。 


